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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の業績（2021年４月１日～2021年12月31日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 5,073 △15.4 11 － 152 － 108 －

2021年３月期第３四半期 6,000 △11.0 △244 － △151 － △160 －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 81 78 － －

2021年３月期第３四半期 △121 17 － －

(注) 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期会計期間の期首から適
用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 11,138 7,705 69.2

2021年３月期 11,768 7,682 65.3

(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 7,705 百万円 　2021年３月期 7,682 百万円

(注) 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期会計期間の期首から適
用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － － － － － － 30 00 30 00

2022年３月期 － － － － － －

2022年３月期(予想) － － － －

(注) １．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
２．2022年３月期の配当予想につきましては、現時点では未定としております。

３．2022年３月期の業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,700 △16.1 3 － 35 － 22 － 16 61
(注) １．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期会計期間の期首から
適用しており、上記の業績予想は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 1,540,000株 2021年３月期 1,540,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 215,777株 2021年３月期 215,549株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 1,324,329株 2021年３月期３Ｑ 1,324,539株

(注） 当社は「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている「株式給付

信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

に関する事項は、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、2021年９月30日に緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が解除

され、新型コロナウイルスのワクチン接種が進んだことから、経済・社会活動が回復に向かいつつありましたが、

半導体不足による各産業への影響や原油等の資源価格の高騰に加え、新型コロナウイルス変異株の発生及び拡大懸

念から、依然として不透明な状況にあります。

海運業界は、海運市況が総じて好調であり、為替も円安基調で推移したことなどから収支環境は好転しましたが、

コロナ禍による船員の交代難など船舶の管理等で厳しい状況が続いております。

造船業界は、海運市況の好転を背景に外航船の新造船受注量は回復しましたが、造船市況が低調な時期に受注し

た船舶の建造に、造船用鋼材をはじめとした資機材の価格高騰が重なり、採算上厳しい状況にあります。

このような状況下、当社といたしましては、前事業年度の営業活動の制限により舶用主機関の受注量が大幅に減

少する中、部分品及び修理工事等の売上を伸ばすべく積極的に営業活動をいたしました。しかしながら、前第３四

半期累計期間に比べ売上高は減少し、売上高5,073百万円（前年同期比15.4％減）となりました。営業外収益は助成

金収入などにより前期に比べて増加したこともあり、経常利益は152百万円（前年同期は経常損失151百万円）とな

り、また、保有株式の保有の適否を検討した中で、保有の意義が薄れた株式を中心に投資有価証券の売却を実施し

た結果、特別利益に投資有価証券売却益29百万円を計上したことで、四半期純利益108百万円（前年同期は四半期純

損失160百万円）となりました。

なお、第１四半期会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号2020年３月30日。以下

「収益認識会計基準」という。)及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号

2021年３月26日)を適用しております。詳細は、「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する

注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期会計期間末の総資産は11,138百万円となり、前事業年度末に比べ630百万円減少いたしました。主

な要因は、前期からの売上高及び受注高の減少により債権回収額及び前受金等が減少したことによる現金及び預金

の減少（513百万円）や舶用主機関の受注残高減少による仕掛品の減少（278百万円）などによるものです。

当第３四半期会計期間末の負債は3,432百万円となり、前事業年度末に比べ653百万円減少いたしました。主な要

因は、仕事量減少に伴い仕入債務の減少（408百万円）や前受金の減少（168百万円）などによるものです。

当第３四半期会計期間末の純資産は7,705百万円となり、前事業年度末に比べ23百万円増加いたしました。主な

要因は、四半期純利益の計上等による利益剰余金の増加（67百万円）などによるものです。

この結果、当第３四半期会計期間末における自己資本比率は69.2％となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の業績予想につきましては、2021年５月14日に発表いたしました数値から変更はありません。配当

予想につきましても、現時点で今後の動向を見通す合理的な算定を行うことは困難であるため、未定とさせていた

だきます。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,647,423 2,133,882

受取手形及び売掛金 2,257,193 2,444,490

製品 80,761 -

仕掛品 1,948,057 1,669,425

原材料及び貯蔵品 410,538 482,376

その他 35,888 50,402

貸倒引当金 △2,091 △2,269

流動資産合計 7,377,771 6,778,308

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,390,888 1,351,663

その他（純額） 1,513,519 1,544,225

有形固定資産合計 2,904,408 2,895,889

無形固定資産 106,169 137,191

投資その他の資産

投資その他の資産 1,398,445 1,343,021

貸倒引当金 △17,981 △15,781

投資その他の資産合計 1,380,463 1,327,239

固定資産合計 4,391,042 4,360,320

資産合計 11,768,813 11,138,628
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,570,255 1,161,465

短期借入金 345,044 390,020

未払法人税等 11,035 84,220

賞与引当金 129,600 66,869

製品保証引当金 167,250 75,676

その他 917,192 693,502

流動負債合計 3,140,376 2,471,753

固定負債

社債 160,000 140,000

長期借入金 444,743 393,074

引当金 51,496 60,142

その他 289,465 367,790

固定負債合計 945,704 961,006

負債合計 4,086,081 3,432,760

純資産の部

株主資本

資本金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金 926,345 926,345

利益剰余金 5,412,909 5,480,439

自己株式 △436,746 △437,110

株主資本合計 7,412,508 7,479,674

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 270,223 226,194

評価・換算差額等合計 270,223 226,194

純資産合計 7,682,732 7,705,868

負債純資産合計 11,768,813 11,138,628
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 6,000,158 5,073,264

売上原価 5,140,651 4,092,598

売上総利益 859,506 980,666

販売費及び一般管理費 1,104,422 969,337

営業利益又は営業損失（△） △244,915 11,328

営業外収益

受取利息 149 120

受取配当金 25,944 32,144

助成金収入 47,167 68,915

支払補償費戻入額 － 25,907

その他 35,947 23,084

営業外収益合計 109,208 150,171

営業外費用

支払利息 6,641 8,044

支払補償費 6,684 －

その他 2,271 846

営業外費用合計 15,597 8,890

経常利益又は経常損失（△） △151,305 152,609

特別利益

投資有価証券売却益 － 29,024

特別利益合計 － 29,024

特別損失

投資有価証券評価損 4,940 －

特別損失合計 4,940 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △156,246 181,634

法人税等 4,243 73,329

四半期純利益又は四半期純損失（△） △160,489 108,304
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当第３四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第３四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税率を用いて税金を計算する

と著しく合理性を欠く場合には、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に法定実効税率を乗じた金額に、

繰延税金資産の回収可能性を考慮しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来は販売費及

び一般管理費として計上していた一部の費用について、第１四半期会計期間より顧客に支払われる対価として、売

上高から減額しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は18,373千円減少しましたが、販売費及び一般管理費が18,373千円減

少することにより、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金期

首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。
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３．その他

　生産、受注及び販売の状況

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一セグメント

であります。

①生産実績

当第３四半期累計期間の生産実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

内燃機関関連事業 4,992,503 △15.8

(注) １．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②受注実績

当第３四半期累計期間の受注実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

内燃機関関連事業 4,487,320 △5.0 1,040,950 △53.2

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

③販売実績

当第３四半期累計期間の販売実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

内燃機関関連事業 5,073,264 △15.4

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　


